
西宮市商業団体活性化事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、「補助金等の取扱いに関する規則」(昭和５８年３月３１日西宮市規則 

 第８１号。以下「補助金規則」という。）に基づき、市内の商業団体、グループ、企業等が実

施する各種事業に要する経費の一部を補助することにより地域商業の発展を図ることを目的

とする。 

 

（補助対象事業等） 

第２条 補助の対象となる事業は、次の各号のとおりとし、その内容については別表に掲げると

おりとする。 

（１）商店街・小売市場共同施設建設費助成事業 

（２）商業共同施設維持管理事業 

（３）商店街ファンづくり応援事業 

（４）イベント広告事業 

（５）西宮商店応援隊事業 

（６）商店街新規出店応援事業 

  

（補助金の交付基準） 

第３条 補助金は、当該年度の予算の範囲内で交付するものとする。 

２ 補助対象事業について、国・県又は公共的団体から補助金が交付される場合は、補助対象経

費から当該補助金の補助対象経費を控除した金額を基準に算定した補助金を交付するものとす

る。ただし、兵庫県が実施する「商店街・小売市場共同施設建設費助成事業」、「商店街ファン

づくり応援事業」または「商店街若者・女性新規出店チャレンジ応援事業」による補助金は控除

対象外とする。 

３ 補助対象者の代表者及び役員、並びに業務に従事する者は、「西宮市暴力団の排除の推進に

関する条例」（平成２５年３月２８日西宮市条例第６７号）第２条各号に規定する暴力団員及び

暴力団密接関係者でないこととする。 

４ 補助対象者は、実施する事業に暴力団及び暴力団員並びに暴力団密接関係者を参加させては

ならないこととする。 

５ 前条第１項第１号から第５号については、１年度につき１回に限る。 

６ 前条第１項第６号については、過去に同様の本市補助事業を受けていない者に限る。 

 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとするときは、補助金等交付申請書に次の各号に掲げる書類を

添え、市長に提出しなければならない。 

（１）補助金等交付申請書 

（２）事業計画書、事業収支予算書 

（３）見積書等 

（４）その他市長が必要と認める書類 



（補助金の交付決定） 

第５条 市長は、前条の交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助金を交付するこ

とが適当であると認めたときは補助金等交付決定通知書により、又、不適当であると認めたとき

は補助金等不交付決定通知書により、それぞれ申請者に対し通知するものとする。 

 

（事業実施の報告） 

第６条 補助事業が完了したときは、３０日以内に事業実績報告書に次の各号に掲げる書類を添

え、市長に提出しなければならない。 

（１） 補助事業等実績報告書 

（２） 事業報告書、事業収支決算書 

（３） 広告宣伝費を経費に含める場合は、印刷物等の成果物 

（４） 請求書、領収書等の写し 

（５） その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による事業実績の報告を受けたときは、報告内容の確認等を行い、補助

金等確定通知書により通知するものとする。 

 

（補助金の交付請求） 

第７条 前条の補助金等確定通知書を受けた者は、補助金等交付請求書を市長に提出し、補助金

の交付請求をしなければならない。ただし、市長が必要と認めたときは、補助金の交付決定後、

補助事業等の着手前又は完了前であつても、その全部又は一部について概算払の請求することが

できる。 

 

（補助金の交付） 

第８条 市長は、前条の規定による補助金の交付請求を受け付けた後、当該請求者に補助金を交

付する。 

 

（補助金の返還） 

第９条 第６条の補助金等確定通知書を受けた者のうち、第７条ただし書の規定による概算払の

請求により補助金の交付を受けた者は、既に交付を受けた概算額がその確定額を超過している場

合は、指定された期日までに超過額を返還しなければならない。 

 

（帳簿等の整備） 

第10条 補助事業に係る収支を記載した帳簿を設け、その証拠となる書類を整備しなければなら

ない。 

 

（その他） 

第11条 この要綱に規定するもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 

付 則 

１ この要綱は、平成１８年４月１日から実施する。 

２ 次の各号に掲げる要綱は、廃止する。 

 



（１） 西宮市商業活性化ソフト事業補助金交付要綱（平成２年制定） 

（２）西宮市地域商業団体活性化事業補助金交付要綱（昭和６２年制定） 

（３）西宮市空き店舗活用活性化事業補助金交付要綱（平成１４年制定） 

（４）西宮市商店街等アシストエンジェル事業補助金交付要綱（平成１６年制定） 

３ この要綱は、西宮市補助金制度に関する指針に基づき、３年以内ごとに見直しを行うものと

する。 

付 則 

  この要綱は、平成２３年４月１日から実施する。 

付 則 

  この要綱は、平成２３年６月１日から実施する。 

付 則 

  この要綱は、平成２４年４月１日から実施する。 

   付 則 

  この要綱は、平成２５年４月１日から実施する。 

   付 則 

  この要綱は、平成２５年７月１日から実施する。 

   付 則 

  この要綱は、平成２６年４月１日から実施する。 

   付 則 

  この要綱は、平成２６年５月１日から実施する。 

   付 則 

  この要綱は、平成２７年４月１日から実施する。 

付 則 

  この要綱は、平成２８年４月１日から実施する。 

付 則 

  この要綱は、平成２９年４月１日から実施する。 

付 則 

  この要綱は、平成３０年４月１日から実施する。 

付 則 

  この要綱は、平成３０年１２月１日から実施する。 

付 則 

  この要綱は、平成３１年４月１日から実施する。 

付 則 

  この要綱は、令和２年４月１日から実施する 

付 則 

  この要綱は、令和４年４月１日から実施する。 

付 則 

  この要綱は、令和５年４月１日から実施する。 

付 則 

  この要綱は、令和６年４月１日から実施する。 



 

   別表（第２条関係）  

事業名 補助対象者 補助対象事業 補助対象経費 補助内容 交付条件 

商店街・小売市場

共同施設建設費

助成事業 

商店街・小売市場(任意

の団体を含む) 

共同施設の建設、改修又は撤去。 兵庫県の「商店

街・小売市場共

同施設建設費助

成事業」に準ず

る。 

兵庫県の「商

店街・小売市

場共同施設建

設 費 助 成 事

業」に準ずる。 

兵庫県の「商店街・小売市場共

同施設建設費助成事業」に準ず

る。 

商業共同施設維

持管理事業 

(１)商店街振興組合又

は事業協同組合を組織

している商店街又は小

売市場 

(２)５店舗以上で組織

している任意の商店街

又は小売市場で、規約

等の定めがあるもの 

(３)前２号に掲げる商

業団体を構成員とする

連合組織で、規約等の

定めがあるもの 

(４)前３号に類似する

中小小売商業団体で市

長が適当と認める団体 

次に掲げる商店街共同施設の維持管理。 

（１）アーケード、日覆、雨覆 

（２）アーチ 

（３）街路灯 

共同施設に対し

て課せられた当

年度の道路又は

水路占用料。 

 

補助対象経費

の合計の１／

３以内・補助

限度額は前年

度分の補助対

象経費の１/

３。 

法令に違反する施設は補助対

象としない。 

次の要件を満たす商店街の街路灯の点灯 

（１）公道に設置されたものであり、道路占用許

可を受けていること。 

（２）適切な維持・管理が行われ、終夜点灯して

いること。 

（３）当該商業集積の魅力向上を図るとともに、

地域住民の安全に寄与していると認められる

こと。 

（４）当該商業団体において電気料金を負担して

いること。 

（５）防犯灯として、公共的団体から補助金を交

付されていないこと。 

上記(１)から(５)を満たす商店街の防犯カメラ。

但し、「終夜点灯」を「常時作動」に、「防犯灯」

を「防犯カメラ」に読み替える。 

商業団体が設置

・管理する街路

灯及び防犯カメ

ラに係る当年度

分の電気料金 

商店街ファンづ

くり応援事業 

商店街・小売市場の団

体(任意の商店街団体

を含む。) 

商店街の魅力をアピールし、ファンを獲得するこ

とで商店街の潤いにつながる事業、コロナ禍でも

集客につながる事業 

兵庫県の「商店

街ファンづくり

応援事業」に準

ずる。 

兵庫県の「商

店街ファンづ

く り 応 援 事

業」に準ずる。 

兵庫県の「商店街ファンづくり

応援事業」に準ずる。 

 

 



 

イベント広告事

業 

市内に主たる事務所を

有する、５店舗以上で

組織する商業団体で、

規約等を有する団体と

する。 

地域産業活性化を目的とする各種イベント事業。 

ただし、参加店舗等の売り上げや客数の増など、

直接的・具体的な経済効果が期待され、事業完了

後にその効果検証ができるものに限る。 

申請するイベン

ト事業のみに使

用する広報物の

製作に係る費

用。（イベント

に関係のない記

載や他団体等の

広告が記載され

ているものを除

く。） 

 

補助対象経費

の２／３以内

・補助限度額

２０万円 

(１)製作にあたっては、２以上

の者より見積書を徴し、最も安

価な提示を行った者に発注し

なければならない。 

(２)交付決定後に事業内容に

変更が生じた場合、その変更が

軽微なものを除き、交付決定を

取り消すものとする。 

西宮商店応援隊

事業 

商店街・小売市場等で

組織する全市的規模の

連合団体 

商店街・小売市場等の活性化を図る目的で、補助

対象団体が雇用した大学生等が西宮商店応援隊

として、下記の活動を行う事業。 

(1)参画（イベント等の運営。） 

(2)挨拶（来街者への挨拶、声かけ。） 

(3)清掃（清潔な街づくりのための街路清掃。） 

(4)整理（点字ブロック上などの迷惑駐輪の整

理。） 

(5)介助（高齢者や障害者等の買い物等の補助。） 

(6)その他（市長が認める商店街・小売市場等の

活性化につながる活動。） 

補助事業を適切

に実施するため

に必要な経費の

うち、広告費、

謝礼費（講師謝

金）、事務費（消

耗品費、雑役務

費、人件費、そ

の他）及び市長

が必要かつ適当

と認める経費。 

補助対象経費

の ７ ２ ％ 以

内。 

西宮商店応援隊は活動報告書

を、商業団体は西宮商店応援隊

効果報告書を実績報告時に添

付書類として提出しなければ

ならない。 

商店街新規出店

応援事業 

信用保証協会の保証対

象となる業種で、不特

定多数の消費者を対象

に営業するもの 

商店街の空き店舗を活用した新規出店 店舗改装工事費 

※兵庫県の「商

店街若者・女性

新規出店チャレ

ンジ応援事業」

の交付決定を受

けた者は同事業

に準ずる。 

補助対象経費

の１／６以内

・５０万円 

※ 兵 庫 県 の

「商店街若者

・女性新規出

店チャレンジ

応援事業」の

交付決定を受

けた者は同事

業に準ずる。 

(１)西宮商工会議所のサポー

トを受け作成した事業計画書

の効果確認書を提出すること 

(２)開業後に商店街組織に加

入すること 

(３)開業後に西宮商工会議所

の伴走型支援を受けること 

※兵庫県の「商店街若者・女性

新規出店チャレンジ応援事業」

の交付決定を受けた者は同事

業に準ずる。 

備 考 

   １補助金の交付額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。 

   ２上記いずれの事業においても、予算の範囲内を補助限度額とする。 


